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研究成果の概要（和文）： 

 本研究では，欧州連合（European Union, EU）による地域経済統合の特質，統合の進展が

地方（日本の県の様に一国より狭い地理的領域）の間の経済格差との関連，更に，地方間格差

が存続する状況に直面した多国籍企業の戦略について検討した．その結果，EU による統合は，

市場を自由化する方向性を持つが，それは時に地方間で勝者と敗者を生みだし，多国籍企業の

対応も各国経済・市場の特性に左右されるため，高い水準での経済条件の収斂を保証するもの

でないことが示した． 

 
研究成果の概要（英文）： 
This research has been examining the character of regional economic integration 
under the European Union, the relationship between it and the sub-national local 
economic divergence, and the responding strategy by the multinational enterprises 
(MNEs). As the results, we confirmed that the EU is economic liberalizing orientated 
in nature, which enhances the divergence among the locals, while the responses by 
MNEs are heavily influenced by national economic and market character, which makes 
difficult automatic economic convergence at higher level. 
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１．研究開始当初の背景 

 本研究の学術的背景は，グローバリゼーシ
ョンが時代のキーワードになりながら，同時
に，欧州はもとよりアジアでも地域経済統合
の試みが活発化し，その影響に関する理論的，
実証的研究が活発になってきたこと，しかし

それらの多くが主に貿易を中心として進め
られてきており，多国籍企業に着目した研究，
特にその経済格差への影響を問う研究が手
薄なことにある． 

 ＥＵは 1985 年に欧州単一市場計画を開始
し，1999 年に単一通貨・ユーロを導入し，
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2004,07 年には旧社会主義諸国の加盟を果た
し，欧州内における地域経済統合を深化，拡
大してきた．これは，自由貿易協定の交渉・
締結が活発化し，更に東アジア共同体構想を
推進してきている日本を含む東アジアにと
って重要な先例である．こうした中，地域経
済統合と多国籍企業の関係を問う研究が多
く出されてきており（例えば Rugman, A. 

(2005) Regional Multinationals,Cambridge 

UP），本申請者のこれまでの研究もそのよう
な流れに沿うものであった．本申請者が平成
15～17 年度に助成を受けた科学研究費補助
金での研究成果，Ando, Ken-ichi (2005) 

Japanese Multinationals in Europe, 

Cheltenham: Edward Elgar, はその集大成
であり，例えば，国際ビジネス研究学会より
学会賞を受けたことが示すように，内外で高
い評価を受けた． 

 ＥＵの下での地域経済統合の進展は，しか
しながら，近年大きな問題，即ち，地方間経
済格差の拡大に直面するようになってきて
いる．例えば，Sapir, A. (2004) An Agenda for 
a Growing Europe, The Sapir Report, 
Oxford UP. は，1990 年代以降域内における
経済交流の自由化，活発化に伴い，ＥＵ内部
の所得格差の拡大，特に，加盟国内部でのそ
れを指摘している．そうした不安を象徴する
かのように，2005 年にはＥＵの原加盟国で
あるフランス，オランダにおいて欧州憲法条
約が国民投票で否決される事態が生じてい
る．このように欧州統合が内的緊張を有する
ものであるにしても，それに対する多国籍企
業の役割に関する分析は，従来の研究におい
て十分果されてこなかった．このような研究
の欠落は，実証分析的には，多国籍企業研究
がその立地・進出に注目し，撤退事例の研究
や多国籍企業が進出しない地方との比較が
十分成されていないためである．更に，理論
的には地方間経済格差は，労働や資本の移動
によって容易に解消されるという想定がさ
れてきたからである．しかし，日本における
東海地方と北海道や沖縄との経済格差が示
すように，現実には一国内でも経済格差はか
なりの程度構造的な性格をもつ．これはＥＵ
という超国家的枠組みではなおさらである． 

 

２．研究の目的 

 本申請者は，ＥＵに代表される欧州地域経
済統合と多国籍企業の相互関係を多面的に
研究してきている．今回の応募研究では，Ｅ
Ｕ統合に直面して積極的に事業展開を図っ
てきた多国籍企業が，ＥＵ内部のサブ･ナシ
ョナルな地方間経済格差にもたらした影響
とそれに対するＥＵ自身の政策対応を分析
することを目的としている．ＥＵの統合は，
域内において財・サービス・資本・人の自由
移動（単一欧州市場），通貨・金融的に安定

した経済条件（単一通貨），発展する低賃金
生産拠点の提供（東方拡大）という新たな条
件を多国籍企業にもたらすことになった．こ
れに対して，多国籍企業の側では，新規投資
や買収，合併などの方法によって活動拠点の
ネットワークを構築してきた．しかし，そう
したネットワーク構築過程は同時に，競争圧
力強化の下でのリストラ敢行，高コスト生産
拠点の閉鎖やアウトソーシングの追求も伴
うものであった．このことは，多国籍企業の
進出を見た地方と撤退を見た地方では，経済
情勢に対してまったく逆の効果を与える．今
回の研究では，こうした問題に，理論的･実
証的に接近することを目的としている． 

 

３．研究の方法 

 本研究の方法は，上記の客観的事実の確認，
理論的考察，実証的分析という三つの柱を並
行させながら進めるものである． 
 （１）客観的事実の確認に関しては，ＥＵ, 
ＵＮＣＴＡＤ等の公式統計から，ＥＵのＦＤ
Ｉ受け入れ状況，ＥＵの地方レベルの経済条
件をデータベース化する．また，ＦＤＩ誘致
機関へのインタビューに際して提供された
工場の立地状況を整理しながら，多国籍企業
の立地の詳細について確認する．  
 （２）理論的考察に関しては，ＥＵがまず
何よりも欧州域内市場の発展の上に共通通
貨の導入や東方拡大に踏み出したことを踏
まえ，市場経済の特徴，制度的枠組みの必要
性，さらに，国境を超えて地域レベルで制度
枠組みが整備される論理を明確にすること
が企図される．その際，単純な「自由競争的
完全市場がパレート最適をもたらす」という
よりは，「新制度学派」に依拠したモデル構
築と，それを超国家的制度であるＥＵにどの
ように適応するのか，ということを考察の中
心とする．同時に，多国籍企業の立地理論の
サーベイを通じて，この分野での代表的モデ
ルであるDunningのＯＩＬパラダイムを批判
的に検討する．特に，受入国の条件のみなら
ず，送出し国の条件とのマッチングの重要性
を考えていく．  
 （３）実証的分析に関しては，（１）で作
成したデータベースを活用しながら，多国籍
企業のＥＵ内立地戦略がもたらす正負の影
響とそれへのＥＵによる対応策について，回
帰分析，政策分析を組み合わせながら進める．
多国籍企業の立地は，受入国にない資本，技
術，世界的調達・販売ネットワークへのアク
セス等の利益をもたらすと同時に，多国籍企
業の事業縮小，撤退が持つ不利益があるため，
そうした問題を極小化するため，ＥＵは欧州
レベルでの方策を進めることが必要なため，
このような複合的な方法による実証分析が
有効なのである． 
 



 

 

 
４．研究成果 
 本研究では，下記のように論文，学会など
での発表，著書のような形で具体的成果を発
表してきた．研究方法でも述べたように，本
研究は（１)データベース作成を含む客観的
事実の確認，（２）理論的課題の明確化，（３）
実証的分析の推進を柱として進めてきたが，
その区分けに従いながら，その中の主だった
ものに即しながら，本研究の具体的成果を説
明していこう． 
 （１）ＥＵによる地域経済統合とそれに対
する多国籍企業の対応は，まず何よりもＥＵ
の貿易，直接投資，そして，地方レベル経済
データ，即ち，地方レベルでのＧＤＰ，雇用・
失業率，産業分布状況などによって跡付けら
れる．そのため．ＥＵの統計機関である
Eurostat，ＵＮＣＴＡＤ，日本の官公庁やＪ
ＥＴＲＯ，東洋経済などから収集したデータ，
日本国内，並びに，欧州における聞き取り調
査によるデータをデータベース化しながら，
客観的事実の収集に努めた．そして，これら
のデータは， 5b-2，5b-4，5c-1，5c-2 など
で示されている． 
 客観的事実確認から導かれた興味深いも
のとして，以下の様なものが指摘できる．第
一に，ＥＵにおいては加盟国間の経済格差は，
中東欧新規加盟国の経済成長もあり，縮小傾
向にありながら，同時に個々の加盟国内部に
おいては地方間経済格差が残存，拡大してい
ることが確認された．第二に，ＥＵは世界で
も最大の直接投資受入れ・送出し地域であり
ながら，加盟国は大きく純受入国と純投資国
に分けられ，前者では雇用や生産・輸出が生
み出される一方，投資利潤の送付国として国
際収支上の足かせとなっていることが示さ
れた． 
 （２）ＥＵ統合の特質とそれに対する多国
籍企業との関係についての理論的研究は，
5a-1，5a-2，5c-1 などで示された． 
 ＥＵの統合は，単一欧州市場に代表される
ように，｢より自由な市場｣の形成が主軸をな
す．そのため，まず｢市場｣と｢分業｣の関係，
それらを枠づける｢制度｣の関係について再
考したものが5a-2 である．そこでは，｢市場｣
が経済効率と成長をもたらすような社会的
｢分業｣形成に大きな役割を果たしているこ
とを確認すると同時に，市場参加者の中で重
要な役割を果たす｢企業｣内部においては｢分
業｣が中央集権的に行われ，多国籍企業にお
いてはそれが国境を越えて進展することを
示した． 
 5a-1 においては，上記の様な考察がＥＵの
文脈においてどのような修正がなされうる
のか，ということを分析した．そして，一国
レベルでの市場形成と異なり，欧州という地
域的な市場形成は，一国レベルと地域レベル

での制度枠組み双方によって，その性格が大
きく規定されること，その結果として必ずし
もＥＵ域内の経済情勢を高い水準で収斂さ
せるようなものではなく，各国の特徴を残し
ながら，なおかつ，各国内の地方間格差を存
続，拡大させる可能性を示した． 
 5c-1 においては，更にＥＵレベルでの市場
形成という｢統合｣に対して，企業レベルの対
応としての「統合」が対置されるべきこと，
それぞれを「上からの統合」，「下からの統合」
として定義し，その論理的関係性についての
説明を試みた．その際，多国籍企業が本国で
培った競争優位性を国外に移植することは，
必ずしも容易なものではなく，受け入れ国に
おける立地条件に大きく依存することを示
し，そのために，直接投資の受け入れが，当
該国の地方間格差を常に改善するという予
定調和的なものではないことも示した． 
 （３）本研究の第三の柱である，地域経済
統合下における地方間経済格差と多国籍企
業の関係に関する実証研究は，上述の様なデ
ータ・情報と理論的検討を基礎に進められた．
その具体的成果が，5b-1，5b-2，5b-4，5c-1，
5c-2 である． 
 ＥＵにおける地方間格差を前提とした多
国籍企業の対応は，その立地戦略の差異とし
て現れることは，直接投資動向として示され
るが，特に多国籍企業が事業縮小，撤退，立
地移転戦略を取る際に，それはＥＵ経済と地
方間経済格差に緊張を強いるものとなる．そ
のため，ＥＵとしての対応策が必要となるが，
具体的には多国籍企業に対して地方経済に
ネガティブな影響を及ぼす意思決定に際し
て迅速な情報提供などを求める European 
Works Council の設立を制度化するものであ
った．この点について，その背景をなす客観
的事情，政策形成過程，そのアジア地域にお
ける統合論争に対する意義を具体的な形で
分析したのが5c-2であるが，それはまた5b-4
に対する建設的批判，意見を受けての成果で
ある． 
 5b-2，5c-1 では，日系多国籍企業の立地戦
略を多面的に分析した．即ち，1980 年代以降
の日系企業の対ＥＵ進出に関して，工場の様
な生産施設はもとより，販売関連子会社，研
究開発拠点，地域統括会社の立地を見るだけ
でなく，2004・2007 年のＥＵ東方拡大に対応
する東西分業関係形成の特徴，そして，過去
20 年間の日系企業の欧州からの撤退につい
てもその事実関係を確認した．そこで得られ
た知見は，日系企業によるＥＵ経済への積極
的な関与，東方拡大が日系企業の欧州内生産
再編成と生産力拡大に寄与したこと，それと
同時に，投資件数のほぼ 3分の 1が実は撤退
していることであり，それは，ＥＵ域内にお
ける競争の激しさとそれに伴うＥＵへの直
接投資の難しさを示唆するものであった． 



 

 

 最後に，5b-1 はＥＵ加盟国内における地方
間経済格差の特徴と加盟国間でそのパター
ンに相違があることに対して，多国籍企業が
いかなる立地戦略により対応し，そのことの
意味を分析したものである．フランスとイギ
リスは，労働市場の柔軟性・硬直性において，
ＥＵ内部でも対極を成すといわれるが，その
ことを具体的に多くの労働市場関連指標（労
賃，失業率，長期失業率，労働の質，パート
労働比率等）によって確認したうえで，それ
らと工場立地件数，工場労働者数などとの関
係を回帰分析により検証した．その主だった
結論としては，両国とも賃金水準よりも失業
率が有意性を持つ一方で，フランスでは労働
の質が，イギリスではパート労働比率が重要
な要因であることが確認できた．また，どち
らの国でも，当該国産業の集積地に対する投
資・立地よりも，それらを避ける傾向がある
ことが示された．更に，当該国産業集積地に
立地する場合であっても，フランスでは日本
の比較劣位部門が集積地に，イギリスでは逆
に日本の比較優位部門が当該国の同じ部門
の集積地に立地する傾向が確認された．なお，
この学会発表とそれに対するコメントを踏
まえて修正校を現在Academy of International 
Business, Annual Conference in Nagoya, 
July, 2011に投稿中であることを付記してお
く． 
 最後に，上述の様な内容の研究成果を論文，
学会報告，著書といった通常の方法で発表し
ただけでなく，これらの研究成果も踏まえな
がら，本申請者の研究内容を広く一般にも周
知してもらうために，5b-3，5d-1～5 の様な
活動を果たしたこと，そして，それらの場に
おいて，研究者並びに研究者以外の方々から
貴重な質問，意見を得られたことも，本研究
助成の成果の一部であることを付け加えて
おく． 
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